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高浜発電所第1号機、２号機、３号機、４号機
津波警報等が発表されない可能性のある津波への対応に係る

設計及び工事の計画の認可の申請について

本資料のうち、⼀点鎖線の範囲は商業機密あるいは防護上の観点から、公開できません。
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2１．警報なし津波の許認可対応経緯

【設置変更許可申請】
〇２０１９年９⽉２６⽇ 設置変更許可申請
（設置変更許可の補正︓２０２０年８⽉２０⽇、９⽉３⽇、１０⽉５⽇）

【設計及び工事の計画の認可の申請】
〇２０２０年１０⽉１６⽇ 設計及び⼯事の計画の認可の申請
（設計基準対象施設及び重大事故等対処施設に関する事項）
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○ 設⼯認で審査頂く事項のうち、「設⼯認で確認するとした事項」、「既認可と異なる⽅針による設計・評価事項のうち、設置
許可審査において説明実績がない事項」及び「既認可と同じ⽅針による設計・評価事項であるが、既認可(既許可)と異な
る評価結果となる事項のうち、設置許可審査において説明実績がない事項」は、今回の申請の「固有事項」と位置づけ、優
先的に確認を頂くべく抽出した。

○ この固有事項の有無について、以下のフローにより抽出した。

警報なし津波設⼯認申請書（本文、添付資料）

既認可と異なる⽅針による設計・評価事項のうち、
設置許可審査において説明実績がない事項か

・潮位観測システム(防護用)の本
文(要目表及び基本設計⽅針)
・潮位観測システム(防護用)の健
全性評価

・詳細設計の条件下で作成
する⼊⼒津波の評価
・⾞両の漂流物評価

設⼯認で確認するとした事項か

YES

NO

NO

４．設計及び⼯事の計画の認可申請の内容及び固有事項の有無について（１／３）

既認可と同じ⽅針による設計・評価事項であるが、
既認可(既許可)と異なる評価結果となる事項のう
ち、設置許可審査において説明実績がない事項か

・重大事故等時に使用するポ
ンプの取水性
・潮位観測システム(防護用)
の耐震性評価

YES

・設⼯認での固有事項ではない。

YES

NO



6４．設計及び⼯事の計画の認可申請の内容及び固有事項の有無について（２／３）

本⽂の記載概要（既認可からの変更箇所） 既認可と異なる⽅針に
基づく記載事項の有無施設の種類 要目表 基本設計⽅針

計測制御
系統施設

以下を変更する。
〇中央制御室機能（「c.外部状況把握」について、
以下の設備を明記）
・潮位観測システム（防護用）
（4号機設備、1・2・3・4号機共用）
・潮位観測システム（補助用）
（4号機設備、1・2・3・4号機共用）
・潮位計（1号機設備、1・2号機共用）
・潮位計（3号機設備、3・4号機共用）

「第2章 個別項目 1.4.1 通信連絡設備
（発電所内）」について、衛星電話（固
定）を、衛星電話（津波防護用）として⼀
部兼用することにかかる記載を変更する。

有
要目表（中央制御室機能）に津波防
護に係る設備を明記
（基本設計⽅針は衛星電話（固定）
の兼用に係る記載の変更のみ）

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉
の
附
属
施
設

浸水防
護施設

以下を追加する。
〇潮位観測システム（防護用）
（4号機設備、1・2・3・4号機共用）

「第2章 個別項目」について、津波警報等が
発表されない可能性のある津波に対する耐津
波設計（取水路防潮ゲートの閉⽌判断基
準の設定⽅法や津波防護施設としての潮位
観測システム（防護用）の設計等）にかか
る記載を追記する。

有
要目表及び基本設計⽅針ついて、津
波防護に係る設備、運用等を追記

緊急時
対策所 変更なし

「第2章 個別項目 1.1緊急時対策所の設
置等」について、衛星電話（固定）を、衛星
電話（津波防護用）として⼀部兼用すること
にかかる記載を変更する。

無
（基本設計⽅針の衛星電話（固定）

の兼用に係る記載の変更のみ）

○ 本設計及び⼯事の計画の認可申請において、本文の記載概要（既認可からの変更箇所）は以下のとお
りである。

○ 申請内容のうち、既認可と異なる⽅針に基づく記載事項としては、計測制御系統施設及び浸水防護施設
の要目表並びに浸水防護施設の基本設計⽅針が挙げられる。
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添付資料 添付資料名 記載概要 設⼯認で確認するとした事
項の有無

既認可と異なる⽅針による設
計・評価事項のうち設置許可
審査にて説明実績が無い事

項の有無

既認可(既許可)と異なる評
価結果となる事項のうち、設
置許可審査にて説明実績が

無い事項の有無

資料1
発電用原子炉の設
置許可との整合性に
関する説明書

本申請が設置変更許可申請書の基本⽅針に従っ
た詳細設計であることを、設置変更許可申請書本
文と設⼯認本文との比較表により示す。

無
無

（既認可と同様の記載⽅針に基
づき作成している）

無
（定量的な評価の記載はな
い）

資料2
発電用原子炉施設
の自然現象等による
損傷の防⽌に関する
説明書

警報なし津波に対する耐津波設計について説明す
る。

有
・詳細設計の条件下で作成す
る⼊⼒津波の評価
・⾞両の漂流物評価

無
（既認可と同様の設計⽅針であ
り、設置許可審査にて説明実績
有）

有
・重大事故等時に使用するポン
プの取水性

資料3※

安全設備及び重大
事故等対処設備が
使用される条件の下
における健全性に関
する説明書

MS-1設備と同等である潮位観測システム（防護
用）の「多様性及び位置的分散」、「悪影響防⽌」
等について説明する。

無
有

・潮位観測システム(防護用)の
健全性評価

無
（定量的な評価の記載はな
い）

資料4※ 通信連絡設備に関
する説明書

衛星電話（固定）を衛星電話（津波防護用）と
して⼀部兼用することを踏まえた、通信連絡を⾏うた
めに必要な設備について説明する。

無
無

（衛星電話（固定）の兼用に
係る記載の変更のみである）

無
（定量的な評価の記載はな
い）

資料5※ 耐震性に関する説
明書

耐震重要度Sクラスに分類される潮位観測システム
（防護用）が、基準地震動Ssによる地震⼒に対し、
その機能を喪失しないために必要な耐震性を有して
いることを説明する。

無
無

（認可実績のある設備の追設で
あり、既認可と同様の⽅針に基づ
き設計・評価している）

有
・潮位観測システム（防護用）
の耐震性評価

資料6※

設計及び⼯事に係
る品質マネジメント
システムに関する説
明書

本申請の品質管理の実績・計画について説明する。 無
無

（既認可と品質マネジメントシス
テムの変更はなく、同様の記載⽅
針に基づき作成している）

無
（定量的な評価の記載はな
い）

資料7※ 中央制御室の機
能に関する説明書

取水路防潮ゲートの閉⽌判断基準を中央制御室に
て確認する設計を踏まえた、中央制御室の機能
（外部状況把握）に関する機能について説明する。

無
無

（既認可と同様の設計⽅針であ
り、設置許可審査にて説明実績
有）

無
（定量的な評価の記載はな
い）

○本設⼯認申請において、実用炉規則別表第2に基づく添付資料は以下の通りである。
○申請内容のうち「設⼯認で確認するとした事項の有無」、「既認可と異なる⽅針による設計・評価事項のうち、設置許可審

査において説明実績が無い事項の有無」及び「既認可(既許可)と異なる評価結果となる事項のうち、設置許可審査にお
いて説明実績が無い事項の有無」の整理結果は以下のとおり。

※︓３・４号機の資料番号を代表で記載。１・２号機については、資料３を資料６、資料４を資料１０、資料５を資料１３、資料６を資料４８、資料７を資料３１と
それぞれ読み替える。

４．設計及び⼯事の計画の認可申請の内容及び固有事項の有無について（３／３）



8５．警報なし津波の設⼯認申請における固有事項

⾼浜発電所第１〜４号機の警報なし津波に対する設⼯認申請書（本文及び添付資
料）のうち、前述の整理結果に基づき抽出した固有事項は以下のとおりであり、以降これら
について説明する。

項 目 ページ

(1) 潮位観測システム(防護用)の設計
(本文記載事項、健全性評価及び耐震性評価) ９〜１８

(2) 詳細設計の条件下で作成する⼊⼒津波の評価 １９〜２９

(3) ⾞両の漂流物評価 ３０〜３３

(4) 重大事故等時に使用するポンプの取水性 ３４、３５
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（１）潮位観測システム(防護用)の設計
(本文記載事項、健全性評価及び耐震性評価)



10（１）潮位観測システム（防護用）の設計（１／９）（要目表）

○ 潮位観測システム（防護用）は、取水路防潮ゲートの閉⽌にかかる直接関連系であることから、外郭浸水
防護設備として要目表に記載。

（注1）電源箱及び演算装置を含む
（注2）計測制御系統施設のうち中央制御室機能及び中央制御室外原子炉停止機能と兼用
（注3）公称値
（注4）１号機海水ポンプ室及び２号機海水ポンプ室に設置
（注5）３・４号機海水ポンプ室に設置
（注6）１号及び２号機中央制御室に設置
（注7）３号及び４号機中央制御室に設置
（注8）１号及び２号機制御建屋に設置
（注9）３号機中間建屋に設置
（注10）１号及び２号機中間建屋に設置
（注11）津波による浸水及び漏水を直接防止する設備ではないことから対象外

その他発電用原子炉の附属施設
５ 浸水防護施設

１ 外郭浸水防護設備の名称、種類、主要寸法及び材料



11（１）潮位観測システム（防護用）の設計 (２／９)（要目表）

○ 潮位観測システム（防護用）は、取水路防潮ゲートの閉⽌判断基準の確認に用いることから、中央制御
室の機能のうち外部状況把握のための設備として要目表に記載。
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○ 潮位観測システム（防護用）のうち、潮位変動値の許容範囲（設定値）を0.45mとすることを基本設
計⽅針に記載。

（１）潮位観測システム（防護用）の設計 (３／９)（基本設計⽅針）
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○ 潮位観測システム（防護用）のうち、潮位計のシステム構成図及び計装誤差の考え⽅を図１に示す。
○ 計器の単体誤差は、潮位検出器及び電源箱において生ずる。

なお、電源箱と監視モニタの間はデジタル通信を採用しており、A/D変換や伝送過程におけるノイズによる誤
差がないことから、計装誤差は発生しない。

○ この潮位検出器及び電源箱の単体誤差から、ループ誤差は±24mmとなる算出。
○ 潮位計の信号は、演算装置において計測時点（ｔ）からその10分前（ｔ-10）の間における潮位を収

集・演算し、その間の最大潮位と最⼩潮位の差（潮位変化量）が0.5mに達した時点で監視モニタに警報
発信する設計としている。
このため、潮位変化量の計装誤差は、保守的に双⽅の計測点で最大のループ誤差が発生するものとし、
ループ誤差の2倍に裕度を考慮し、±50mm と設定する（図２参照）。

（１）潮位観測システム（防護用）の設計 (４／９)（計装誤差）

図１ 潮位計のシステム構成図及び計装誤差の考え⽅ 図２ 潮位計のシステム構成図及び計装誤差の考え⽅



14（１）潮位観測システム（防護用）の設計 (５／９)（潮位変化量表示の即応性）

図３ 監視モニタ画⾯イメージ（変化量警報（引き波）発信後）

１回目の警報が「変化量注意」
２回目の警報が「変化量警報」潮位変化量は

1mm単位で表示

「変化量注意」発信

「変化量警報」発信

○ 潮位計の信号は、演算装置において計測時点（ｔ）からその10分前（ｔ-10）の間における潮位を
サンプリング周期（最大2.4秒）で収集・演算し、その間の最大潮位と最⼩潮位の差（潮位変化量）
を中央制御室に設置する監視モニタに0.5秒おきに1mm単位で表示・更新する。

○ よって、中央制御室では、実際の変動に対し、最大2.9秒の時間遅れをもって、潮位変動量を把握する。
○ なお、潮位変化量が0.5m※に達した時点で監視モニタに発信される「変化量注意」と、10分以内の

±0.5m※の潮位変動の後、最大潮位⼜は最⼩潮位に達した時点から10分以内に潮位変化量が
0.5m※に達した時点で発信される「変化量警報」は、監視モニタに識別して表示する。（図３参照）

※︓潮位変動値の許容範囲（設定値）は0.45m

新規追加
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○今回の設計及び⼯事の計画において以下の設備を追設する。追設する設備は既認可と同⼀の機器を用いる。
・潮位検出器及び潮位監視モニタ並びにその間の電路
・衛星電話（津波防護用）本体、衛星設備収容架、アンテナ並びにその間電路（各中央制御室に2台）

○上述の内容を踏まえ、MS-1設備と同等である潮位観測システム（防護用）の健全性の確認⽅針を下表のとおり整理した。
いずれの設備も認可実績のある設備であり、既認可と同様の⽅針に基づき設計・評価しており、設⼯認段階において新たに
確認した項目（環境条件等、試験・検査性）について次頁に示す。

多重性、多様性及び
位置的分散※ 悪影響防⽌ 環境条件等 試験・検査性

潮位検出器

単⼀故障が発生した場合で
もその機能を達成できるよう
に、潮位計は4台構成とし、
各潮位計は多重性を有す
るとともに独⽴性を有する設
計であることを設置許可にて
確認済み。

他の設備から悪影響を受け、
安全性を損なわないよう、
潮位計は4台構成とし、各
潮位計は多重性を有する
設計であることを設置許可
にて確認済み。

想定される環境条件（圧⼒、温
度・湿度、放射線、屋外天候、
電磁波）において、その機能を
発揮できる設計であることを確
認。

原子炉の運転中
⼜は停⽌中に必
要な箇所の保守
点検（試験及び
検査を含む。）
が可能な構造で
あり、かつ、そのた
めに必要な配置、
空間及びアクセ
ス性を備えた設
計であることを確
認。

潮位監視モニタ 想定される環境条件（圧⼒、温
度・湿度、放射線、電磁波）に
おいて、その機能を発揮できる設
計であることを確認。

衛星電話（本体） 単⼀故障が発生した場合で
もその機能を達成できるよう
に、衛星電話（津波防護
用）は6台構成とし、各衛
星電話（津波防護用）は
多重性を有するとともに独
⽴性を有する設計であること
を設置許可にて確認済み。

他の設備から悪影響を受け、
安全性を損なわないよう、
衛星電話（津波防護用）
は6台構成とし、各衛星電
話（津波防護用）は多重
性を有する設計であることを
設置許可にて確認済み。

衛星設備収容架
衛星電話（アンテナ） 想定される環境条件（圧⼒、温

度・湿度、放射線、屋外天候、
電磁波）において、その機能を
発揮できる設計であることを確
認。

電路

○追設する設備に関して、認可実績の設備との主な違い及び対応⽅針については以下の通り。
・潮位検出器は、既認可の潮位計と異なる場所（2号機海水ポンプ室）に設置することから、2号機海水ポンプ室の配置を
踏まえた健全性確認を実施している。

・潮位検出器の電路については、既認可で実績のある海水管トンネルを経由し、１号及び２号機中央制御室の潮位監視
モニタまで敷設する設計としている。

（１）潮位観測システム（防護用）の設計 (６／９)（健全性評価）

※︓位置的分散は、同⼀機能を有するSA/DB設備への配置要求であり、潮位観測システム（防護用）はDB設備であることから対象外





17（１）潮位観測システム（防護用）の設計（８／９）（耐震性評価）
○ 今回の設計及び⼯事の計画において申請する潮位観測システム（防護用）は、下図に記載されている潮位計（潮位検出器（本体）、潮位検出器（架

台）、監視モニタ（盤含む））及び衛星電話（津波防護用）（衛星電話機、中央制御室用衛星設備収容架、中央制御室衛星電話用アンテナ）等によ
り構成されている。

今回申請範囲のうち、既認可実績のある津波監視設備の潮位計⼜は衛星電話（固定）と仕様及び設置場所が同じ設備を下図の⿊字部、既認可とは仕
様⼜は設置場所が異なる設備を下図の⾚字部に示し、下表のとおり整理した。

○ 上述の内容を踏まえ、追設する設備の耐震性評価⽅法を下表のとおり整理した。いずれの設備も認可実績のある設備であり、既認可と同様の⽅針に基づき
設計・評価していることを確認した。（着⾊箇所は既認可と仕様⼜は設置場所が異なる設備であるため、評価結果を次頁に示す）

既認可との同等性 応答解析⽅法 応⼒評価⽅法※1 電気的機能維持※2 認可実績例※3

潮
位
観
測
シ
ス
テ
ム
（
防
護
用
）

潮位計
潮位
検出器

本体 × ― ― 加振試験

資料13-17-9-4架台 × FEM※4 FEM※4 ―※5

監視モニタ（盤含む） × 加振試験による固有値解析 規格式 加振試験

衛星電話
(津波防護用)

衛星電話機 〇 ―※6 ―※6 ―※6 資料13-17-4-34-1

中央制御室用衛星設備収容架 〇 ―※6 ―※6 ―※6 資料13-17-4-34-2

中央制御室衛星電話用アンテナ 〇 ―※6 ―※6 ―※6 資料13-17-4-34-3

電路 〇 標準⽀持間隔法 ―※5 ―※7

※1︓水平2⽅向及び鉛直⽅向地震⼒の組合せに対する評価も実施。潮位計検出器（架台）は
水平1⽅向及び鉛直⽅向の地震⼒を組み合わせた評価結果を用いてSRSS法により発生応⼒
を求める。なお、潮位検出器（架台）以外は矩形構造物であり、明確な応答軸を有しているこ
とを確認している。

※2︓機能確認済加速度の評価⽅法
※3︓1号機新規制基準対応⼯認の添付資料番号を記載

潮位観測システム（防護用）の概念図
（⾚字部分が既認可と仕様⼜は設置場所が同じ設備）

※4︓計算プログラムは認可実績のあるMSC NASTRANVer2008.0.0を使用
※5︓動的機器ではないため、評価対象外
※6︓既⼯認と仕様及び設置建屋・⾼さが同じであるため新たな評価は不要

ただし、発生値が許容値以内に収まっていることは確認
※7︓電路は別表第2対象外のため耐震計算書の添付は不要とされており、

配管と同様JEAGに基づいた標準⽀持間隔法により設計・評価を実施

○ 今回申請設備に関して、既認可実績のある設備との仕様⼜は設置場所違いに対する対応⽅針につい
ては以下の通り。

・潮位検出器（本体）及び潮位検出器（架台）は、既認可の潮位計と異なる場所（2号機海水ポン
プ室）に設置することから、2号機海水ポンプ室の⼊⼒地震⼒で新たに耐震性評価を実施している。

・潮位検出器の電路については、既認可で実績のある海水管トンネルを経由し、１号及び２号機中央
制御室の監視モニタまでJEAGに基づいた標準⽀持間隔法により設計・評価を実施し敷設している。

・なお、衛星電話（本体）、衛星設備収容架及び衛星電話（アンテナ）について認可実績のある設備
と仕様及び設置建屋・⾼さは同じであるが、許容応⼒状態の変更（ⅣASからⅢAS）に伴い、発生値
が許容値を満足していることを確認した。

既認可と仕様及び設置場所が同じ設備 既認可と仕様⼜は設置場所が異なる設備
・衛星電話機
・中央制御室用衛星設備収容架
・中央制御室衛星電話用アンテナ

・潮位検出器（本体）
・潮位検出器（架台）
・監視モニタ（盤含む）
・電路
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（２）詳細設計の条件下で作成する⼊⼒津波の評価



20（２）詳細設計の条件下で作成する⼊⼒津波の評価（１／１０）

○ 「敷地⾼さに近接する⼊⼒津波」の作成の観点
津波⾼さとしては⼩さいが施設に対し影響を及ぼす津波について、その津波の第１波の水位低下量を、計装誤差などを
考慮しても 、取水路防潮ゲートの閉⽌判断基準で確認できることが必要である。
施設に対して影響を及ぼす津波として、以下の津波を検討する。

 水位下降側の検討において、海底地すべりの波源特性「崩壊規模」と「破壊伝播速度」のそれぞれの
パラメータにおいて、最大水位下降量と第１波の水位変動量の関係を検討する。

 水位上昇側と水位下降側の検討において、第１波の水位が0.5m低下するのに要する時間と
第１波の水位変動量の関係を検討する。

1. 津波の「波⾼」に対する取水路防潮ゲートの閉⽌判断基準の検知性の観点

2. 津波の「周期」に対する取水路防潮ゲートの閉⽌判断基準の検知性の観点

①敷地⾼さに近接し、第１波の波⾼が⼩さい津波

②海水ポンプの取水性に影響する水位に近接し、第１波の波⾼が⼩さい津波

① 敷地⾼さに近接し、第１波の水位変動が緩やかな津波

新規追加

 水位上昇側の検討において、海底地すべりの波源特性「崩壊規模」と「破壊伝播速度」の最⾼水位と
第１波の水位低下量の関係を検討する。

 「崩壊規模」と「破壊伝播速度」の組合せの要否についても検討する。







23（２）詳細設計の条件下で作成する⼊⼒津波の評価（４／１０）

ii. 最⼤⽔位下降量と第１波の⽔位低下量の関係

（参考）破壊伝播速度のパラメータスタディ結果※1の⽔位変動量 ※1︓参考としてEs-T2の水位下降側の結果も記載
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-1.8
-1.6
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-1.0
-0.8
-0.6
-0.4
-0.2
0.0

-4.0-3.0-2.0-1.00.0
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目
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最大水位下降量（m）

【水位下降側】
1波

目
の

水
位

低
下

が
0.

50
m

以
上

1波
目

の
水

位
低

下
が

0.
50

m
以

上

【水位下降側】 朔望平均干潮位、潮位のばらつき、初期
水位低下を考慮すると、取水可能水位
T.P.-3.52mを下回る
-3.52-(-0.01)-(-0.17)-(-0.97)=-2.37m

朔望平均干潮位、潮位のばらつき、初期
水位低下を考慮すると、取水可能水位
T.P.-3.21mを下回る-
3.21-(-0.01)-(-0.17)-(-0.45)=-2.58m

1,2号炉海水ポンプ室 3,4号炉海水ポンプ室

※2︓エリアＣの水位上昇側・0.2m/sのケースについては、1波目の水位低下のピーク
が多段になっており、第847回審査会合時には⼩規模なピークの値をグラフ上に
プロットしていた。波形を再確認し、1波目の水位変動量を、1波目の最も大きな
ピークに基づいた値に変更する。

評価点

エリアB Es-K5
（Kinematic）

エリアC Es-T2※2
（Kinematic）

破壊伝播速度 [m/s] 破壊伝播速度
[m/s]

1.0 0.8 0.7 0.6 0.55 0.5 0.4 0.5 0.4 0.3 0.2

水位
上昇側

No.1 SWP

No.2 SWP

No.3,4 SWP

水位
下降側

No.1 SWP

No.2 SWP

No.3,4 SWP

【 凡 例（塗りつぶし︓施設影響あり、⽩抜き︓施設影響なし） 】

-4.0
-3.8
-3.6
-3.4
-3.2
-3.0
-2.8
-2.6
-2.4
-2.2
-2.0

20 30 40 50 60 70 80 90 100

最
低

水
位

（T
.P

. m
)

崩壊規模（％）

１号炉海水ポンプ室 ２号炉海水ポンプ室 ３，４号炉海水ポンプ室

●⽔位下降側（Kinematicモデル、最低⽔位には潮位のばらつき-0.17mを考慮）

Es-K5（エリアＢ）

1,2号炉海水ポンプ取水可能水位 T.P.-3.21m

3,4号炉海水ポンプ取水可能水位 T.P.-3.52m

崩壊規模 80% 100%
最低水位
[T.P. m]

1,2号 -3.29 -3.80
3,4号 -3.42 -3.78

1波
目

ポンプ室 1号 2号 3,4号 1号 2号 3,4号
水位低下量[m] 1.27 1.27 1.45 1.48 1.50 1.77

0.7m低下時間[分] 2.8 3.8 3.2 2.9 3.3 2.9
検知可否 〇 〇 〇 〇 〇 〇

⽔位下降側︓Es-K5（エリアＢ）

◆判断基準（0.7m/10分）による検知可否（施設影響あり︓⾚ 検知可能︓⻘ 検知不能︓緑）

最低水位には潮位のばらつき-0.17mを考慮

検知可

（参考）崩壊規模のパラメータスタディ結果※1の⽔位変動量 ※1︓参考としてEs-T2の水位下降側の結果も記載

○ 水位下降側の検討では、施設影響ある津波の第１波の水位低下量は-1.2m以上あり、取水路防潮ゲートの閉⽌
判断基準（0.5m/10分）で確実に確認でき、「波⾼」の観点での検知性の評価は、上昇側に包含される。

第859回審査会合
資料1-1 P30修正

第859回審査会合
資料1-1 P15抜粋

新規追加

② 海⽔ポンプの取⽔性に影響する⽔位に近接し、第１波の波高が小さい津波
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（２）詳細設計の条件下で作成する⼊⼒津波の評価（５／１０）

iii. ⽔位低下の要する時間と第１波の⽔位低下量の関係

（参考）破壊伝播速度のパラメータスタディ結果（全ケースの検知可否の確認）

評価点

エリアB Es-K5
（Kinematic）

エリアC Es-T2
（Kinematic）

破壊伝播速度 [m/s] 破壊伝播速度[m/s]

1.0 0.8 0.7 0.6 0.5 0.4 0.5 0.4 0.3 0.2

水位
上昇側

No.1 SWP

No.2 SWP

No.3,4 SWP

水位
下降側

No.1 SWP

No.2 SWP

No.3,4 SWP

【 凡 例（塗りつぶし︓施設影響あり、⽩抜き︓施設影響なし） 】●1波目の⽔位変動量と0.5m低下に要する時間の関係（1波目の水位低下が0.5m以上のケースのみをプロット）

第847回審査会合
資料1-1 P60修正

新規追加
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津波検知の判断基準の範囲

【水位下降側】【水位上昇側】

津波検知の判断基準の範囲

① 敷地高さに近接し、第１波の⽔位変動が緩やかな津波
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最⾼水位

3.86

最⾼水位

2.61

最⾼水位

3.29

最⾼水位

3.70

〇 水位上昇側の検討から、敷地⾼さ3.5mに近接する津波を想定し、その際、第１波の水位が0.5m低下するのに要する時間を算定。
エリアＢ

破壊伝播速度 0.5m/s 0.6m/s 内挿により算定
最⾼水位（T.P. m） 3.29 3.86 3.5

ポンプ室 1SWP 2SWP 34SWP 1SWP 2SWP 34SWP 1SWP 2SWP 34SWP
水位低下量（m） 0.78 0.80 0.90 0.72 0.76 0.93

0.5m低下時間（分） 7.4 7.5 8.1 4.8 4.8 3.6 6.4 6.5 6.4

エリアＣ
破壊伝播速度 0.3m/s 0.4m/s 内挿により算定

最⾼水位（T.P. m） 2.61 3.7 3.5
ポンプ室 1SWP 2SWP 34SWP 1SWP 2SWP 34SWP 1SWP 2SWP 34SWP

水位低下量（m） 0.64 0.68 0.81 1.07 1.14 1.27
0.5m低下時間（分） 7.2 6.6 5.9 4.4 4.5 4.5 4.9 4.9 4.8

１波目

１波目

 敷地⾼さに近接する津波で、第１波の水位が0.5m低下するのに要する
時間は６〜7分程度である。

○ 「周期」の観点からは、下記の通り、「破壊伝播速度」の影響が⽀配的であり、「崩壊規模」の影響は⼩さい。
よって、「周期」の観点では「破壊伝播速度」による評価に包含されると整理。
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（３）⾞両の漂流物評価







(3)車両の漂流物評価 (3/6) 33

【基準津波 3襲来時の時系列※】
○ 基準津波 3の放水口前面及び取水口前面の時タスll歴波形及び時系列を下図に示す。発電所構外の津居山地点への基

準津波 3到達を起点(0分 )とすると、約 4分後に津居山地点において0.5mの潮位変動を観測し、この時点で中央制御
室にて豊報が発信する。その約 1分後に中央制御室から運転指令装置による構内一斉放送が完了す乱 留 )約 16分

平均満潮位及び

'朝

位のパラツキを含む)、 取水口前面における最高水位

る。また、基準津波 3の放水口前面
は、工尉_.…

におt杯最盲水位
Im( 怒 均満潮位及び,朝位

im(朔望

のプヾ

(※

ラツキを含む)となる。
基準津波 4は、基準津波 3よりも津波到達時間が遅く、最高水位が低いため、基準津波 3を代表で記載。)

新規追加

茄
) 的 )駒

分約 21

(約 52分
)

津居山地点に

津波が到違

約 29分

1(約 60分 )

約 16分

約 24分

基牢津波 3

物揚岸壁 (T

約 4分   約 5分

(約 35分 )(約 36分 )

中央制御室に 中央制御室より
警報発信   構内周知

0分

(約 31分 )

I

時
系
列

基
準
津
波
３
の
時
刻
歴
波
形

基準津波 3の放水口前面及び取水口前面の時亥J歴波形及び時系列







新規追加

(3)車両の漂流物評価 (6/6)
【退避手順及び退避運用の成立性】
○ 「①車両退避」と分類した車両 (以下、クレーン以外の車両という。)及び作業員の退避は、以下の手順で行う。また、退避フロー及

完了までの時系列を下図に示す。

○ 評価結果より、津波が敷地に浸水し始める前に、車両は退避可能であり、退避運用は成立することを確認した。
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NO

聯議期    :稿 聯l・ !―

(約 31分)(約35分 )(約 36分 )(約 3フ分) (約 41分) (約 42分 )

時
系
列

基
準
津
波
３
の
時
刻
歴
波
形

YES

④作業員退避完了
(津居山津波到達後、約10分 )

津居山地点に津波が到達

③退遇準備
(津居山津波到達後、約8分 )

⑤車両退避完了
(津居山津波到達後、約11分 )

クレーン以外の車両か

②中央制御室より運転指令装置による構内一斉放送実施
(津居山津波到達後、約5分 )

③中央制御室に警報発信 (「プラント影響の可能性のある津波」を確認)

(津居山津波到達後、約4分 )

<退避手順>
①発電所構夕Hこおいて滓波と想定される潮位の変動 (津居山地点においては、10分以内に0.5mの 上昇 (もしくは下降))を観測した場合に、中央制御室

において肇報が発信する。

②この時点で中央制御室から運転指令装置による構内一斉放送を行い、津波遡上範囲にいるクレーン以外の車両に対し、退避場所への退避を周知する。また、この
時点で作業員は退避を開始する。
(時間根拠):構内一斉放送に要する時間は40秒程度であるが、余裕を持たせ、約 1分と算定

③中央制御室からの周知によリクレーン以外の車両が退避準備を実施する。
(時間根拠):最も保守的な想定として、ユニックの荷揚中を想定した場合、荷下ろし、フック巻取り、ブーム格納、アウトリガー格納、乗車までに要する時間は2分

程度 (実測)であるが、余裕を持たせ、約 3分と算定。
④作業員の退避が完了する。

(時間根拠):津波の至」達しない場所 (図 2の黒点線)から最も遠い場所からの退避を想定した場合、距離は500m程 度であり、速度 100m/minと
すると、約 5分で退避可能

⑤車両が退避完了する。

(時間根拠):退避場所から最も違い場所からの退避を想定しても距離はlkm程度であるため、車両走行速度 30km/h(500m/min)と すると、
2分程度で退避可能であるが、余裕を持たせ約 3分と算定

車両退避フロー
脚 轄通サ鴨 鰯 各手順完了までの時系列
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（４）重大事故等時に使用するポンプの取水性




